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岡山市危機管理室

【別紙】「岡山市における個別避難計画の作成について」
岡山市逃げ遅れゼロを目指す防災戦略
～みんなの命をつなぐプロジェクト～

令和４年１月時点版
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モデル事業の取組状況

操南学区
（中区）

洪水浸水想定:２～５ｍ
これから作成に取り組む地域

城東台学区
（東区）

高齢化が進む大規模開発団地
作成に着手し始めた地域

千種学区
（東区）

洪水浸水想定:２～５ｍ、５ｍ以上
土砂災害警戒区域:５８か所
昨年度から、作成に着手している地域

２ モデル地区

３ スケジュール

１ 概要
○ 個別避難計画の効果的・効率的な作成手法等の確立のため、内閣府防災担当において、全国の34市区町村が参加しモデル事業を実施。
○ 本市おいても、災害リスクや地域特性等の異なる３地区をモデル地区とし、地域性に応じた取組手法や課題への対応策などを検証中。

内閣府個別避難計画作成モデル事業（市町村事業）
「岡山市逃げ遅れゼロを目指す防災戦略 ～みんなの命をつなぐプロジェクト～」

○ 市内３か所のモデル地区は以下の通り。

○ モデル事業のスケジュールは以下の通り。

４ モデル地区の取組内容

避
難
訓
練

調
整
会
議

訪
問
・
聞
き
取
り

■モデル事業により見えてきたこと
普段から本人の状況をよく知る民生委員と一緒に訪問
→本人にとっては、話しやすく、理解も得られやすい
ことが分かった。

対象者宅を訪問し、取組内容について説明するとともに、本人の状況に
ついて聞き取り等を行う。 （計画書の記入を依頼する場合もある）

■モデル事業により見えてきたこと
関係者が集まって話をすることで具体的な支援内容等
の認識が共有でき、顔の見える関係の構築につながる
ことが分かった。

本人・家族や支援者となる近隣住民、自主防災組織、民生委員、ケアマネ
ジャー、行政関係等の関係者が集まり、本人の状況や支援内容、避難方法等
を話し合う。検討内容を踏まえ、様式に必要事項を記入し、計画書を作成。

作成した計画に基づいて避難訓練を行う。

■モデル事業により見えてきたこと
実際に避難を体験することにより、計画内容の
検証ができ、より実効性の高めることができる。
訓練自体が地域住民と顔を合わせる機会となり、
地域のつながりづくりの場となることが分かった。

○ 各地区の自主防災組織や民生委員等を中心に取り組んでいる。
○ 取組の基本的な流れは、

①訪問・聞き取り→②調整会議→③避難訓練
という３つのステップ。

○ ケアマネジャー等の専門職にも参画してもらい、福祉サービス
を活用した事前避難を検討するなど、より実効性の高い避難方法
や効果的・効率的な取組手法を検証中。
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■開催時期・回数
令和３年８月～１０月ごろにかけて
市内４区で各区２回ずつ（＋追加開催あり）

→計１０回開催
■参加対象者
地域の自主防災組織、町内会、民生委員・児童委員

など
■参加状況
計1,000名を超える参加申込あり

（１）説明
「個別避難計画の作成について」 （岡山市危機管理室）

（２）基調講演
「要配慮者が地域をつなぐ ～助ける側と助けられる側からの脱却～」
■講師（各回いずれか一人の講師が参加）
・香川大学 四国危機管理教育・研究・地域連携推進機構（IECMS）

地域強靭化研究センター 創造工学部 防災・危機管理コース
特命准教授 磯打 千雅子 氏

・日本防災士会 岡山県支部
支部⾧ 神田 敬三 氏

（３）取組紹介
「安心して住み続けることができる地域を目指して

～皆で支え合う地域づくり～」
■講師
・千種学区連合町内会、千種学区連合自主防災会

会⾧ 伊永 高明 氏

（４）登壇者によるパネルディスカッション

（５）説明
「避難所開設・運営について」 （岡山市危機管理室）

個別避難計画作成についての説明会

地域における避難行動要支援者の個別避難計画の作成への取組を推進するため、地域の自主防災組織
や町内会、民生委員・児童委員の方々向けに、その必要性や実際に計画作成を進めている地域の取組等
に関する講演を中心とした説明会を開催している。

全体２時間３０分程度
１ 開催概要 ２ 内容

３ 当日の様子
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関係機関との連携に向けた取組

3

１．医療・保健・福祉の専門職との連携に関する取組

○ 介護支援専門員協会、相談支援専門員協会、訪問看護ステーション連絡協議会などの医療・保健・福祉の関係機関
との意見交換の場を定期的に開催。

○ 計画作成にあたって担当ケアマネジャーより本人の状況について助言を得る。
○ 担当ケアマネジャーに調整会議の場に参加してもらう。
○ 自立支援協議会や専門職の自主的な勉強会等の既存の会議等に参加し、意見交換を実施。
○ 地域包括支援センターと連携し、ケアマネジャー向けに、ハザードマップの見方や個別避難計画作成に関する内容を

取り入れた研修を実施。
○ 医療的ケアを要する方について、法改正前より保健所を中心に、訪問看護師などと連携して個別支援計画の作成に

取り組んでおり、今後、危機管理室も連携し、医療的ケア分野についても取り組んでいく予定。

２．専門職以外の多様な関係者との連携に関する取組

○ 各モデル地区の自主防災組織が中心となり、民生委員・児童委員や福祉関係者等と連携し、計画を作成。
○ 全市の自主防災組織や民生委員・児童委員を対象に、個別避難計画に関する理解促進を図るべく、有識者による講演

や実際に計画作成に取り組んでいる地域の取組紹介などを内容とした説明会を開催。
○ 各地区の自主防災組織や民生委員・児童委員等の要望に応じ、個別に出前講座を開催。
○ モデル事業の取組状況を関係機関との情報共有を図るため、以下のような場で進捗状況を説明。

＊地域包括支援センターや社会福祉協議会など、福祉や地域づくり等の関係機関が集まる既存の会議
＊地域包括支援センターの各センター⾧が集まる会議
＊社会福祉協議会等が取り組んでいる地域ごとの協議会

○ 公民館との連携で、以下のような取組を実施
＊地域の自主防災組織同士の情報交換の場で取組状況を共有
＊操南学区の避難訓練時に、公民館職員による身近なもので防災グッズを作成する講座を開催

○ 中学校との連携で、以下のような取組を実施。
＊操南学区の避難訓練時に、近隣中学校の生徒がボランティアとして参加し、地域住民と一緒に避難訓練や振り返り
ワークショップを体験。

＊地域住民との防災に関する意見交換会を開催。
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